
令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

１．持続可能な離島コミュニティの形成 - -

 【基本施策】１－(１) 自然環境や景観・風景の保全と継承 - -

1 世界自然遺産登録の更新
前進

（達成）
◎ 環境部 自然保護課

1.地域社会との協働による遺産の管理
体制の構築及び運営の支援
2.国、教育機関、研究機関等と連携した
モニタリング調査の実施
3.県民や観光客への生物多様性の保
全やマナー・ルールの啓発
4.50.児童生徒への啓発

2 自然保護区域面積（海域） 0.2
万㎢

（R２年度）
0.19

万㎢
（R２年度）

0.2
万㎢

（R5年度）
0.21 万㎢ 環境部 自然保護課 9.鳥獣保護区（海域を含むもの）の指定

3
準絶滅危惧種から絶滅危惧種への移
行種割合

24.7
％

（H29年度）
- - 24.7 ％ 24.7 ％ 環境部 自然保護課

10.指定希少野生動植物種のモニタリン
グ
11.レッドデータおきなわの改訂
13.重点対策種の防除実施
14.重点予防種のモニタリング実施
16.外来種対策に係る普及啓発活動の
実施
49.県民参加型外来種防除の実施

4 重点対策種等の排除・根絶地域数 0
地域

（R３年度）
0

地域
（R３年度）

0 地域 0.0 0.0
前進

（達成）
◎ 0 地域 環境部 自然保護課

10.指定希少野生動植物種のモニタリン
グ
11.レッドデータおきなわの改訂
13.重点対策種の防除実施
14.重点予防種のモニタリング実施
16.外来種対策に係る普及啓発活動の
実施
49.県民参加型外来種防除の実施

5 景観計画の策定・改定数 41
回

（R３年度）
19

回
（R３年度）

20 回 22.3 回 1.0 30.0% 前進 ● 24 回 土木建築部
都市計画・モ
ノレール課

27.380沖縄らしい風景づくり支援事業
(景観行政の推進）

6 景観アセスメント数（累計） 68
件

（R３年度）
- - 5 件 98 件 土木建築部

都市計画・モ
ノレール課

28.沖縄らしい風景づくり支援事業（公共
事業における景観アセスメントの推進）

7 無電柱化整備総延長 164.5
km

（R２年度）
32.7

km
(R3年度)

34.2 km 33.5 km 1.5 達成
前進

（達成）
◎ 33.9 km 土木建築部 道路管理課 21.無電柱化推進事業

8 緑化活動団体数 646
団体

（R２年度）
- - 653

団体
（R５年度）

670 団体 環境部 環境再生課
23.全島緑化活動の推進
25.ふるさと農村活性化基金事業

9
土壌汚染対策法に基づく汚染土壌の適
正処理率

100
％

（R２年度）
100 ％ 100

％
（R５年度）

100.0
％

（R５年度）
0.0 達成

前進
（達成）

◎ 100 ％ 環境部 環境保全課
29.土壌汚染に関する情報や届出当の
収集・蓄積

10
大気環境基準の達成率（光化学オキシ
ダントを除く）

100
％

（R２年度）
100

％
（宮古圏域・
八重山圏域）

100
％

（R５年度）
100.0

％
（R５年度）

0.0 達成
前進

（達成）
◎ 100

％
（宮古圏域・
八重山圏域）

環境部 環境保全課

30.大気環境の常時監視
31.事業者の監視・指導
32.自動車騒音の常時監視
33.悪臭防止法に基づく規制地域の指
定

11 自然環境に配慮した河川整備率 11
％

（R２年度）
- - 13 ％ 14 ％ 土木建築部 河川課 19.35.自然環境に配慮した河川の整備

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

沖縄県北部及び西表島の
世界自然遺産登録

（令和３年７月）

西表島の世界自然遺産登
録

（令和３年７月）

西表島の世界自然遺産登
録（令和３年７月）

令和９年度の遺産登録更
新に向け、遺産地域の保
全と利用の両立を図り、貴
重な自然環境を次世代へ

継承する取組を推進

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

12
海域での赤土堆積ランク５以下の海域
割合

46.4
％

（R３年度）
- - 46.4

％
（Ｒ５年度）

57.4
％

（Ｒ５年度）
13.0 63 ％ 環境部 環境保全課

37.赤土等流出防止対策推進事
38.赤土等流出防止活動促進事業
41.赤土等流出防止施設機能強化事業
42.赤土等流出防止対策検証事業

13 監視海域における赤土等年間流出量 141,172
トン

（R３年度）
- - -

トン
（Ｒ5年度）

126,500 トン 環境部 環境保全課

37.赤土等流出防止対策推進事
38.赤土等流出防止活動促進事業
41.赤土等流出防止施設機能強化事業
42.赤土等流出防止対策検証事業

指標である赤土等年間流出量は５年に１度推計を
行っており、次回は令和９年度に推計する予定となっ
ている。

14 環境啓発活動参加延べ人数 59,691
人

（R元年度）
- - 12,819

人
（令和５年

度）
31,600 人 環境部 環境政策課

4.50.378児童生徒への啓発
47.133.374.環境保全啓発事業（出前講
座等による環境保全活動の促進）
48.375.ちゅら島環境美化促進事業（普
及啓発）
49.県民参加型外来種防除の実施

【要因】新型コロナウィルス感染症の影響により研修
や清掃活動を見送った市町村・団体が多かったこと
から活動が制限され、また同感染症の拡大の影響に
より参加を控えたことから減少した。
【対策】コロナ前の活動を再開し、より多くの参加者を
募る工夫を行い、さらなる周知の拡大を図り目標値で
ある活動参加者の達成を目指す。

15
環境活動を実践するＮＰＯ・ボランティア
団体数

41
団体

（R３年度）
- - 41

団体
（R５年度）

43 団体 環境部 環境再生課

 【基本施策】１－(２) 安心・安全と地域の将来を支える生活環境の整備 - -

16 基幹管路の耐震適合率 30.0
％

（R２年度）
- - 32.3

％
（R４年度）

34.2 ％
保健医療介

護部
薬務生活衛

生課
51.水道施設整備事業

17
特定事業場排水基準の達成率（検査
時）

94
％

（R元年度）
- - 95.1

％
（令和５年

度）
95 ％ 環境部 環境保全課

53.水質汚濁防止法に基づく事業場等
の監視・指導

18 水道広域化実施市町村数（累計） - - 4
村

（R２年度）
7

村
（R５年度）

7.3
村

（R５年度）
3.0 90.0% 前進 ○ 9 村

保健医療介
護部

薬務生活衛
生課

55.水道広域化施設の整備
56.水道基盤強化推進事業

19 汚水処理人口普及率（離島） 86.7
％

（R２年度）
57.8

％
（R２年度）

59.2
％

（R4年度）
69.3 ％ 1.4 12.2% 前進 ● 75 ％ 土木建築部 下水道課

57.下水道事業（離島）
60.浄化槽管理対策事業
61.110.下水道事業（浸水対策（離島））

離島における広域的処理を行う市町村数及びあわせ処理を行う市町村数 - - 環境部 環境整備課

離島における広域的処理を行う市町村
数

26
市町村

（R２年度）
2

市町村
（R２年度）

2
市町村

（R５年度）
2.0

市町村
（R５年度）

0.0
前進

（達成）
◎ 2 町村 環境部 環境整備課

62.ごみ処理の広域化とあわせ処理の
促進

離島におけるあわせ処理を行う市町村
数

1
市町村

（R２年度）
0

市町村
（R２年度）

4
市町村

（R５年度）
2.0

市町村
（R５年度）

4.0 達成
前進

（達成）
◎ 3 町村 環境部 環境整備課

62.ごみ処理の広域化とあわせ処理の
促進

21
社会基盤等の個別施設計画更新数（累
計）

3
計画

（R３年度）
- - 5 計画 7 計画 土木建築部 土木総務課

64.道路施設長寿命化修繕事業（県道
等）
65.県営住宅の長寿命化対策
66.海岸保全施設の長寿命化計画策定
67.港湾施設長寿命化事業
68.治水施設（ダム）の機能維持

22
超高速ブロードバンドサービス基盤整
備率（離島）

99.3
％

（R２年度）
97.2

％
（R２年度）

99
％

（R5年度）
98.5

％
（R5年度）

1.8 142.1%
前進

（達成）
◎ 99.1 ％ 企画部

情報基盤整
備課

74.578.大東地区情報通信基盤整備推
進事業
75.579.超高速ブロードバンド環境整備
促進事業
76.580.離島地区情報通信基盤高度化
事業

23 公営住宅管理戸数（離島） 30,132
戸

（R２年度）
4,658

戸
（R２年度）

4,736
戸

（R5年度）
4,692.7

戸
（R5年度）

78.0 225.0%
前進

（達成）
◎ 4,710 戸 土木建築部 住宅課

65.県営住宅の長寿命化対策
82.394.612.沖縄県移住受入協議会の開
催
80.300.公営住宅整備事業

24
都市計画区域における一人当たりの都
市公園面積

10.95
㎡/人

（R２年度）
36.65

㎡/人
（R２年度）

34.55
㎡/人

（R４年度）
36.65 ㎡/人 ▲ 2.1 未達成 後退 × 36.65 ㎡/人 土木建築部 都市公園課 26.89.都市公園整備事業

【要因】　都市公園の整備面積は増加したものの、当
該指標の一人当たりの都市公園面積については、人
口の動向により、計画値を下回り、未達成となった。
【対策】　都市公園の整備面積について、目標を達成
できるよう努める。

20
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

国土強靱化地域計画の策定・改定率 - - 知事公室
防災危機管

理課

国土強靱化地域計画の策定率 38
％

（R３年度）
- - 85.4 ％ 100 ％ 知事公室

防災危機管
理課

98 大規模災害対応力強化
104 災害時における関係機関との連携
強化

国土強靱化地域計画の改定率 2
％

（R３年度）
- - 0 ％ 35 ％ 知事公室

防災危機管
理課

98 大規模災害対応力強化
104 災害時における関係機関との連携
強化

26 自主防災組織率 37.2
％

（R３年度）
39.2

％
（R３年度）

41.4
％

（令和５年
度）

46.4
％

（令和５年
度）

2.2 30.6% 前進 ● 50 ％ 知事公室
防災危機管

理課
96.地域防災リーダー育成・普及啓発事
業

27 緊急輸送道路における無電柱化率 5.4
％

（R２年度）
- - 5.7 ％ 5.8 ％ 土木建築部 道路管理課

105.無電柱化推進事業（緊急輸送道
路）

28 防災拠点となる公共施設等の耐震化率 92.4
％

（R2.10）
- - 94.5 ％ 知事公室

防災危機管
理課

29 再生可能エネルギー電源比率 8.2
％

（R２年度）
- - 12

％
(R4年度)

12.1 ％ 商工労働部 産業政策課
117.補助事業による再エネ設備等の導
入支援

30 一人当たりの二酸化炭素排出量 8.0
t-CO₂/人
（R元年度）

- - 7
t-CO₂/人
（R3年度）

6.6 t-CO2/人 環境部 環境再生課

121.産業部門における省エネルギー対
策の推進
122.376.民生部門における普及啓発活
動

一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイクル率 - - 環境部 環境整備課

一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイク
ル率（一般廃棄物）

16.6
％

（R２年度）
- - 12.9

％
（R4年度）

20.8 ％ 環境部 環境整備課 125.島しょ型資源循環社会構築事業

一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイク
ル率（産業廃棄物）

51.1
％

（R２年度）
- - 48.2

％
（R4年度）

50.6 ％ 環境部 環境整備課
126.産業廃棄物発生抑制・リサイクル等
推進事業

一般廃棄物・産業廃棄物プラスチック排出（リサイクル含む）量 - - 環境部 環境整備課

一般廃棄物プラスチック排出
（リサイクル含む）量

124,072
トン

（R２年度）
- - 119,969

トン
（R４年度）

118,733 トン 環境部 環境整備課

産業廃棄物プラスチック排出
（リサイクル含む）量

26,740
トン

（R２年度）
- - 25,364

トン
（R４年度）

27,137 トン 環境部 環境整備課

33 海岸漂着物回収・処理量 533
トン

（R２年度）
- - 846

トン
（R５年度）

400 トン 環境部 環境整備課
138.軽石を含む海岸漂着物の県及び市
町村による回収・処理

 【基本施策】１－(３) 住民の生活コストに係る負担軽減及び離島を結び、支える安全・安心でシームレスな交通体系の構築 - -

低減化した路線における航路・航空路の利用者数（離島住民） - - 企画部 交通政策課

低減化した路線における航路の利用者
数（離島住民）

- - 468
千人

（R３年度）
567

千人
（R5年度）

592.7
千人

（R5年度）
99.0 79.4% 前進 ○ 655 千人 企画部 交通政策課

141.沖縄離島住民等交通コスト負担軽
減事業

低減化した路線における航空路の利用
者数（離島住民）

- - 292
千人

（R３年度）
528

千人
（R5年度）

378.7
千人

（R5年度）
236.0 272.3%

前進
（達成）

◎ 422 千人 企画部 交通政策課
141.沖縄離島住民等交通コスト負担軽
減事業

25
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32
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
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達成率

(％)
達成
状況

資料２

35
沖縄本島・離島間のレギュラーガソリン
の価格差（本島を100とした場合の指
数）

- - 110 （R3年度） 115 （R5年度） 110 （R5年度） 5 未達成 後退 × 110 企画部 地域・離島課 143.石油製品輸送補助事業

【要因】　本島・離島間の石油製品の輸送費について
は実費相当額を補助しているところ。一方で、離島は
本島に比べて販売量が少なく、経営を維持するため
には粗利を高く 設定せざるを得ないこと等から、本島
との価格差が生じている状況となっている。
【対策】　本事業及びその前提となる揮発油税等軽減
措置について、より効果的な制度のあり方に関する
調査等を行うとともに、本島・離島間の価格差要因分
析を進め、 更なる価格差縮小に向けて取り組んでい
く。

36 離島港湾における定期航路の数 - - 22
航路

（R３年）
22

航路
（R5年）

22.0
航路

（R5年）
0.0

前進
（達成）

◎ 22 航路 企画部 交通政策課

146.離島港湾の利便性向上推進事業
147.離島航路補助事業
148.離島航路運航安定化支援事業
149.新たな航路の開設に向けた検討

37 離島空港の年間旅客数 1,084.0
万人

（R３年度）
284.1

万人
（R３年度）

523.0 万人 427.9 万人 238.9 166.1%
前進

（達成）
◎ 499.7 万人 土木建築部 空港課

152.定期航空路線の維持
153.離島空港の維持補修・機能向上整
備
154.離島拠点空港の国際線受入体制
整備の支援
155.路線再開・継続運航支援
156.伊平屋空港の整備

38 離島における乗合バス利用者数 17,785
千人

（R２年度）
498

千人
（R２年度）

1120
千人

（R5年度）
796.0

千人
（R5年度）

622.0 208.7%
前進

（達成）
◎ 945 千人 企画部 交通政策課

123.公共交通利用促進広報（シームレ
スな陸上交通体系機能事業）
160.市町村主催の地域公共交通会議
棟への参画
161.バス路線補助事業（生活バス路線
確保対策）
163.地域公共交通計画の策定促進（交
通体系整備推進事業）
171.多様なモビリティの充実に向けた環
境整備（交通体系整備推進事業）

39 電動車（EV・PHV）普及率 0.221
％

（R２年度）
- - 0.28 % 1.016 ％ 環境部 環境再生課

169.電動車転換促進事業
170.次世代自動車普及に向けた啓発活
動

 【基本施策】１－(４) 離島医療の充実と健康・福祉の島づくり - -

40 医療施設従事医師数（離島） 3,775
人

（R２年度）
212

人
（R２年度）

212
人

（R2年度）
212.0

人
（R5年度）

212 人
保健医療介

護部
医療政策課

172.363.県立病院医師確保支援事業
173.362.県立病院専攻医養成事業
174.364.へき地医療支援機構運営事業
175.360.自治医科大学学生派遣事業
177.離島診療所代診医支援事業
183.へき地診療所施設整備等補助事業
費

41 へき地診療所の医療従事医師数 29
人

（H30年度）
21

人
（H30年度）

23
人

（R5年度）
21.0

人
（R5年度）

2.0 達成
前進

（達成）
◎ 21 人

保健医療介
護部

医療政策課

172.363.県立病院医師確保支援事業
173.362.県立病院専攻医養成事業
174.364.へき地医療支援機構運営事業
175.360.自治医科大学学生派遣事業
177.離島診療所代診医支援事業
183.へき地診療所施設整備等補助事業
費

42
島外医療施設への通院費の助成を受
けた人数

- - 3,306
人

（R３年度）
4328

人
（R5年度）

3,302.0
人

（R5年度）
1,022.0 達成

前進
（達成）

◎ 3,300 人
保健医療介

護部
医療政策課

186.離島医療体制確保支援事業（離島
患者等通院費支援事業）

43
感染管理認定看護師及び感染症看護
専門看護師数

45
人

（R２年）
- - 106

人
（R5年）

60 人
保健医療介

護部
保健医療総

務課

191新興・再興感染症に対応する看護
の質の向上
192.感染症法に基づき指定する第一種
及び第二種感染症指定医療機関にお
ける感染症患者の病床確保の支援
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

平均寿命 - -
保健医療介

護部
健康長寿課

平均寿命（男性） 80.27
年

（H27年度）
- - 80.73

年
（Ｒ２年）

保健医療介
護部

健康長寿課

203.健康増進計画推進事業
204.がん検診の精度管理向上
205.食育推進事業
206.健康増進事業等推進事業
207.生活習慣病予防対策事業
208.糖尿病予防戦略事業
209.たばこ対策促進事業
210.飲酒に伴うリスクに関する知識の普
及

平均寿命（女性） 87.44
年

（H27年度）
- - 87.88

年
（Ｒ２年）

保健医療介
護部

健康長寿課

203.健康増進計画推進事業
204.がん検診の精度管理向上
205.食育推進事業
206.健康増進事業等推進事業
207.生活習慣病予防対策事業
208.糖尿病予防戦略事業
209.たばこ対策促進事業
210.飲酒に伴うリスクに関する知識の普
及

健康寿命 - -
保健医療介

護部
健康長寿課

健康寿命（男性） 72.11
年

（R元年度）
- - 72.11

年
（R元年度）

保健医療介
護部

健康長寿課

203.健康増進計画推進事業
204.がん検診の精度管理向上
205.食育推進事業
206.健康増進事業等推進事業
207.生活習慣病予防対策事業
208.糖尿病予防戦略事業
209.たばこ対策促進事業
210.飲酒に伴うリスクに関する知識の普
及

健康寿命（女性）  75.51
年

（R元年度）
- -  75.51

年
（R元年度）

保健医療介
護部

健康長寿課

203.健康増進計画推進事業
204.がん検診の精度管理向上
205.食育推進事業
206.健康増進事業等推進事業
207.生活習慣病予防対策事業
208.糖尿病予防戦略事業
209.たばこ対策促進事業
210.飲酒に伴うリスクに関する知識の普
及

20－64歳の年齢調整死亡率（全死因） - -
保健医療介

護部
健康長寿課

20－64歳の年齢調整死亡率（全死因）
（男性）

 265.4 （H27年度） - - 253.7
年

（Ｒ２年）
256.9 -

保健医療介
護部

健康長寿課

203.健康増進計画推進事業
204.がん検診の精度管理向上
205.食育推進事業
206.健康増進事業等推進事業
207.生活習慣病予防対策事業
208.糖尿病予防戦略事業
209.たばこ対策促進事業
210.飲酒に伴うリスクに関する知識の普
及

20－64歳の年齢調整死亡率（全死因）
（女性）

129.7 （H27年度） - - 119.4
年

（Ｒ２年）
110.4 -

保健医療介
護部

健康長寿課

203.健康増進計画推進事業
204.がん検診の精度管理向上
205.食育推進事業
206.健康増進事業等推進事業
207.生活習慣病予防対策事業
208.糖尿病予防戦略事業
209.たばこ対策促進事業
210.飲酒に伴うリスクに関する知識の普
及

47 スポーツ実施率 58.3
％

（R３年度）
- - 46.1

％
（R５年度）

62.2 ％
文化観光ス
ポーツ部

スポーツ振
興課

211.総合型スポーツクラブの創設・育成
212.クラブアドバイザーによる総合型地
域スポーツクラブへの支援
213.女性のライフステージに応じたス
ポーツ参加の促進
214.高齢者の体力や健康状態に応じた
スポーツ参加の促進
215.スポーツコンベンションへの県民参
加促進

48
この地域で子育てをしたいと思う親の割
合

95.7
％

（R２年度）
- - 95.5

％
（R4年度）

95.5 ％ こども未来部
子育て支援

課

216.母子健康包括支援センター事業等
に関する支援
217.妊婦健康診査の必要性の周知
218.生涯を通じた女性の健康支援事業
220.乳幼児健康診査の充実
221.先天性代謝異常等検査
223.子どもの心の診療ネットワーク事業

44

前回調査から延伸

前回調査から延伸

45

前回調査から延伸

旋回調査から延伸

46
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

49 産後ケア事業実施市町村数 20
市町村

（R２年度）
12

市町村
（R４年度）

36
市町村

（Ｒ５年度）
16.0 24.0 600.0%

前進
（達成）

◎ 18 市町村 こども未来部
子育て支援

課

216.母子健康包括支援センター事業等
に関する支援
217.妊婦健康診査の必要性の周知
218.生涯を通じた女性の健康支援事業

50 乳児健康診査の受診率 85.8
％

（R２年度）
- - 89.4

％
（R4年度）

97 ％ こども未来部
子育て支援

課

220.乳幼児健康診査の充実
221.先天性代謝異常等検査
222.こども医療費助成
223.子どもの心の診療ネットワーク事業

51 保育所等入所待機児童数（顕在・潜在） 2,581
人

（R2年度）
135

人
（R2年度）

142
人

（R５年度）
45

人
（R５年度）

7 -7.8% 後退 × 0 人 こども未来部
子育て支援

課
224.潜在保育士を含む保育士の確保

【要因】　与那国町において、保育士不足の影響で待
機児童が発生したため。
【対策】　同自治体を含む離島市町村に対し、改めて
各種事業実施に向けた働きかけや保育士・保育所総
合支援センターによる保育士確保に関する支援を実
施する。

52 周産期死亡率（出産千対） 3.5 （R２年） - - 0.5
％

（R4年）
2.4 ％

保健医療介
護部

医療政策課

231.小児慢性特定疾病医療費助成事
業
232.周産期医療体制整備対策事業（協
議会の開催）
233.周産期保健医療体制強化支援事
業
234.周産期医療体制整備対策事業（研
修会の開催）

53 子供の貧困対策支援員による支援人数 8,625
人

（R３年度）
425

人
（Ｒ３年度）

470
人

（Ｒ５年度）
425.0

人
（Ｒ５年度）

45.0 達成
前進

（達成）
◎ 425 人 こども未来部 こども家庭課

237.沖縄子供の貧困緊急対策事業（子
供の貧困対策支援員の配置）

54 子供の居場所の利用者数 276,804
人

（R３年度）
36,601

人
（Ｒ３年度）

56,084
人

（Ｒ５年度）
36,601.0

人
（Ｒ５年度）

19,483.0 達成
前進

（達成）
◎ 36,601 人 こども未来部 こども家庭課

239.沖縄子供の貧困緊急対策事業（市
町村事業）

55 ひとり親の年間就労収入 187
万円

（H30年度）
- - 233

万円
（R5年度）

196 万円 こども未来部
女性力・ダイ
バーシティ推

進課

248.就労支援と子どもへの学習支援
249.ひとり親家庭等の就業促進・自立
促進を図る総合的な支援
251.ひとり親家庭生活支援事業
254.592.就職困難者等への就労支援
255.ひとり親世帯の個々の課題に応じ
た就労支援
256.正規雇用に取り組む企業への専門
家派遣や研修費用助成

56 子ども・若者支援地域協議会設置件数 2

件
（沖縄県、石

垣市）
（R３年度）

1
件

（石垣市）
（R３年度）

2

件
（石垣市、伊

江村）
（R５年度）

3

件
（沖縄県、石
垣市、県内

町村）

こども未来部
こども若者政

策課

261.子ども・若者育成支援事業
262.子ども・若者支援地域協議会の設
置促進

57 地域小規模児童養護施設数 8
施設

（R元年度）
0 施設 0

施設
（R５年度）

0.0
施設

（R５年度）
0.0 横ばい △ 0 施設 こども未来部 こども家庭課

267.子どもの意見表明を受け止める体
制の構築等

58
元気な高齢者の割合（要介護認定を受
けていない高齢者の割合）

86.2
％

（R２年度）
- - 86.2

%
（Ｒ５年度）

86.3
%

(R6年度）
86.3 ％

保健医療介
護部

高齢者介護
課

59 介護サービスを受けられる離島数 - - 31
島

（R３年度）
31

島
（Ｒ５年度）

31.0
島

（Ｒ５年度）
0.0 達成

前進
（達成）

◎ 31 島
保健医療介

護部
高齢者介護

課

274.離島地域における安定的な介護
サービス提供体制の確保
275.離島小規模特養等支援事業
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

人口10万人当たりの介護老人福祉施設（地域密着型を含む）及び認知症高齢者グループホーム定員数 - -
保健医療介

護部
高齢者介護

課

人口10万人当たりの介護老人福祉施
設（地域密着型を含む）及び認知症高
齢者グループホーム定員数（宮古圏域）

416
人

（R２年度）
466

人
（R２年度）

450
人

（Ｒ５年度）
476.0

人
（Ｒ５年度）

▲ 16.0 未達成 後退 × 481 人
保健医療介

護部
高齢者介護

課

274.離島地域における安定的な介護
サービス提供体制の確保
275.離島小規模特養等支援事業
276.老人福祉施設等の整備
278.介護保険事業所への運営指導
279.介護保険事業所に対する集団指導
280.有料老人ホームに対する集団指導
292.成年後見制度の利用促進体制の
整備

【要因】　人材確保が困難なため、認知症高齢者グ
ループホーム2施設(18人)を廃止したことによるもの。
【対策】　引き続き、人材育成等に取り組むとともに、
計画的な整備が実施できるよう進捗を確認するなど
市町村と連携し、事業の円滑な実施に向けて取り組
んでいく。

人口10万人当たりの介護老人福祉施
設（地域密着型を含む）及び認知症高
齢者グループホーム定員数（八重山圏
域）

416
人

（R２年度）
478

人
（R２年度）

507
人

（Ｒ５年度）
595.3

人
（Ｒ５年度）

29.0 未達成 前進 ● 654 人
保健医療介

護部
高齢者介護

課

274.離島地域における安定的な介護
サービス提供体制の確保
275.離島小規模特養等支援事業
276.老人福祉施設等の整備
278.介護保険事業所への運営指導
279.介護保険事業所に対する集団指導
280.有料老人ホームに対する集団指導
292.成年後見制度の利用促進体制の
整備

61 福祉施設から地域生活への移行者数 3.0
％

（R元年度）
- - 3.0

％
（R５年度）

4.0 ％ 生活福祉部 障害福祉課

281.障害児者福祉施設整備事業費
282.精神障害者地域移行・地域定着促
進基金事業
283.障害者相談支援体制整備事業
284.重度心身障害者（児）医療費助成
事業
285.軽度・中等度難聴児補聴器購入費
助成事業

62
発達障害者の相談窓口を設置している
市町村数

27
市町村

（R３年度）
10

市町村
（R3年度）

10
市町村

（R５年度）
12.0

市町村
（R５年度）

0.0 0.0% 横ばい △ 13 市町村 生活福祉部 障害福祉課
289.発達障害者支援センター運営事業
290.医療的ケア児等総合支援事業

63
地域福祉計画に包括的な支援体制の
整備を位置づけている市町村割合

24.39
％

（R２年度）
22.22

％
（R３年度）

27.78
％

（R５年度）
25.9

％
（R５年度）

5.6 達成
前進

（達成）
◎ 27.78 ％ 生活福祉部 福祉政策課

293.地域住民を見守り、支えるネット
ワーク形成促進事業

64 民生委員の充足率 81.5
％

（R３年度）
86.0

％
（R３年度）

※一部離島の
市町村を除く

82

％
（R５年度）

※一部離島の
市町村を除く

87.8

％
（R５年度）

※一部離島の
市町村を除く

▲ 4.0 93.3% 前進 ○ 88.7
％

※一部離島の
市町村を除く

生活福祉部 福祉政策課 294.民生委員児童委員活動の推進

65 公営住宅管理戸数（離島）【再掲】 30,132
戸

（R２年度）
4,658

戸
（R２年度）

4,736 戸 4,692.7 戸 78.0 再掲 4,710 戸 土木建築部 住宅課

65.県営住宅の長寿命化対策
82.394.612.沖縄県移住受入協議会の開
催
80.300.公営住宅整備事業

No.23の再掲

 【基本施策】１－(５) 教育・文化の振興及び地域を支える人材の育成・確保 - -

将来の夢や目標を持ち、自らやると決めたことをやり遂げるようにしている児童生徒の割合 - - 教育庁 義務教育課

将来の夢や目標を持ち、自らやると決
めたことをやり遂げるようにしている児
童生徒の割合（小学校）

82.3
％

（R３年度）
- - 81.9 ％ 83.0 ％ 教育庁 義務教育課 316.学力向上学校支援（小学校）

「全国学力・学習状況調査　児童質問紙調査」の設問
の変更により、令和５年度は「将来の夢や目標をもっ
ていますか」の数値のみを記入しており、この設問に
関しては、小学校は令和３年度と比較すると上昇して
いる。

将来の夢や目標を持ち、自らやると決
めたことをやり遂げるようにしている児
童生徒の割合（中学校）

79.4
％

（R３年度）
- - 69.4 ％ 80.0 ％ 教育庁 義務教育課 317.学力向上学校支援（中学校）

【要因】「全国学力・学習状況調査　生徒質問紙調査」
の設問の変更により、令和５年度は「将来の夢や目
標をもっていますか」の数値のみを記入しており、こ
の設問に関して、中学校は-3.1ポイント低下してお
り、新型コロナウイルス感染症による休校等が影響し
ていると考えられる。
【対策】ICT機器の活用等による個別最適な学びや協
働的な学びに関する取組や、キャリア教育の取組等
の充実や推進を支援していく。

67
新規学卒者（高校）に占める高等教育
機関への進学率

68.7
％

（R３年度）
- - 71.4

％
（R５年度）

69.9
％

（R５年度）
70.5 ％ 総務部 総務私学課 －

68 複式学級への非常勤講師の派遣割合 66.0
％

(R３年度)
65.4

％
(R３年度)

143.8
％

(R５年度)
72.6

％
(R５年度)

78.4 1088.9%
前進

（達成）
◎ 76.2 ％ 教育庁 学校人事課 301.複式学級の教育環境の充実

60

66
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

69 公立学校耐震化率 96.8
％

（R３年度）
- - 99.0 ％ 98.2 ％ 教育庁 施設課 72.306.公立小中学校施設整備事業

70
離島高校生の教育用コンピュータ１台
当たりの生徒数

1.6
人/台

（R３年度）
1.1

人/台
（R３年度）

0.92
人/台

（R５年度）
1.0 人/台 ▲ 0.2 270.0%

前進
（達成）

◎ 1.0 人/台 教育庁 教育支援課
309.ネットワーク環境整備
310.ICT活用環境整備

71 教員のICT活用指導力（高等学校） 79.9
％

（R２年度）
- - 78

％
（R５年度）

90.0 ％ 教育庁
県立学校教

育課

312.児童生徒がICTに触れる機会の推
進
313.校務のデジタル化
314.デジタル教材の充実

72
家で自ら計画を立てて勉強している児
童・生徒の割合（小学校・中学校）

63.9
％

（R３年度）
- - 61.2

％
（R５年度）

教育庁 義務教育課 318.キャリア教育研修の実施

研修会や通信、取組紹介動画で好事例を発信したこ
とで、前年度より0.5ポイント上昇した。
自分で計画を立て学習する「自学自習」の必要性や
意義を児童生徒や保護者とも共有し、引き続き取組
の充実を図っていく。

73
県・市町村における生涯学習講座の受
講者数

47,129
人

（R２年度）
- - 92017 人 168,000 人 教育庁

生涯学習振
興課

322.生涯学習情報提供体制の整備

74 生涯学習講座のサテライト施設数 11
施設

（R３年度）
6

施設
（R３年度）

6
施設

（R５年度）
11.3 施設 0.0 0.0% 横ばい △ 14 施設 教育庁

生涯学習振
興課

324.遠隔講義配信システムの充実

75 公民館等の利用者延べ人数 823
千人

（R２年度）
104

千人
（R３年度）

163 千人 178.0 千人 59.0 79.7% 前進 ○ 215 千人 教育庁
生涯学習振

興課
328.図書館機能を持つ社会教育施設の
整備促進

76 社会教育施設（青少年の家）利用者数 523
千人

（R２年度）
18

千人
（R２年度）

45 千人 30.7 千人 27.0 213.2%
前進

（達成）
◎ 37 千人 教育庁

生涯学習振
興課

329.青少年教育施設の整備

77
県が支援した文化芸術関連イベントの
参加者数

46,808
人

（R３年度）
- - 468744

人
（R5年度）

345,000 人
文化観光ス
ポーツ部

文化振興課
335.離島地域における文化芸術体験機
会の提供

78
学校公演鑑賞後に組踊・沖縄伝統芸能
を理解した児童生徒の割合

84
％

（R２年度）
- - 90.6 ％ 85 ％ 教育庁 文化財課

330.文化振興事業費
331.青少年文化活動事業費

79 市町村文化協会会員数 11,844
名

（R３年度）
1,782

名
（R３年度）

1,398
名

（R5年度）
1,882.0

名
（R5年度）

▲ 384.0 -384.0% 後退 × 1,932 名
文化観光ス
ポーツ部

文化振興課

336.地域伝統芸能を集めた公演
337.地域や島でのシンポジウムや座談
会の開催
340.琉球料理伝承人の育成・フォロー
アップ
341.伝統的食文化のユネスコ無形文化
遺産登録に向けた県民の機運醸成
342.琉球歴史文化の日周知啓発推進
事業
343.641.文化資源を活用した沖縄観光
の魅力アップに関する取組

【要因】　会員の高齢化に加え、新型コロナウイルス
感染症の影響による地域の文化活動の停滞等に伴
い、更に会員数が減少している。
【対策】　コロナ禍前（令和元年度）の活動水準を維持
することを最優先に、沖縄県文化協会と連携し、会員
数が増加した市町村文化協会の事例を共有する等、
地域の文化芸術活動の活性化に取り組む。

80 介護支援専門員の養成数（累計） 6,619
人

（R２年度）
- - 6949

人
（令和5年度）

6,860
人

(令和5年度)
6,980 人

保健医療介
護部

高齢者介護
課

271.離島地域における介護人材の確
保・育成に対する支援
272.離島地域における介護未経験者を
対象とした参入促進の取組
344.介護支援専門員(ケアマネジャー)の
育成及び確保
345.訪問介護員等の育成
346.介護役職者の資質向上
347.介護職の認知症介護技術の向上
348.福祉人材研修センター事業
349.介護事業所における労働環境改
善・生産性向上に対する支援
350.介護未経験者を対象とした参入促
進の取組【再掲】
351.介護人材の確保・育成に対する支
援【再掲】
352.外国人介護人材の受入支援

81 保育従事者数 11,454
人

（R４年度）
1,058

人
（R4年度）

※一部離島の
市町村を除く

1,019

人
（R５年度）

一部離島の市
町村を除く

1,080

人
（R５年度）

一部離島の市
町村を除く

▲ 39 未達成 後退 × 1,103
人

※一部離島の
市町村を除く

こども未来部
子育て支援

課

224.355.潜在保育士を含む保育士の確
保
356.保育士の定着に向けた処遇・労働
環境の改善
357.保育士の処遇改善・業務改善事業

【要因】　宮古島市及び久米島町において保育士数
が減少したため。
【対策】　保育士の確保が必要な離島市町村に対し、
改めて各種事業実施に向けた働きかけや保育士・保
育所総合支援センターによる保育士確保に関する支
援を実施する。

全国平均との差0
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

人口10万人当たりの医療施設に従事する医師数 - -
保健医療介

護部
医療政策課

人口10万人当たりの医療施設に従事す
る医師数（宮古）

257.2
人

（R２年）
県平均

174.1
人

（R２年）
174.1

人
（R２年）

0.0 横ばい △
保健医療介

護部
医療政策課

172.363.県立病院医師確保支援事業
174.364.へき地医療支援機構運営事業
175.360.自治医科大学学生派遣事業
358.指導医育成プロジェクト事業

人口10万人当たりの医療施設に従事す
る医師数（八重山）

257.2
人

（R２年）
県平均

189.7
人

（R2年）
189.7

人
（R２年）

0.0 横ばい △
保健医療介

護部
医療政策課

172.363.県立病院医師確保支援事業
174.364.へき地医療支援機構運営事業
175.360.自治医科大学学生派遣事業
358.指導医育成プロジェクト事業

83 人口10万人当たりの看護師就業者数 1,149.0
人

（R２年)
- - 1,205.3

人
（R4年）

1,241.8 人
保健医療介

護部
保健医療総

務課

365.看護師等修学資金貸与事業費
366.県内就業准看護師の進学支援事
業
367.新人看護職員研修事業

84
人口10万人当たりの薬局・医療施設に
従事する薬剤師数

148.3
人

（R２年)
98.8

人
（R２年)

98.8
人

（R５年)
105.5

人
（R５年)

0.0 0.0% 横ばい △ 108.8 人
保健医療介

護部
薬務生活衛

生課
371.薬剤師確保対策事業

85 環境啓発活動参加延べ人数【再掲】 59,691
人

（R元年度）
- - 12819

人
（令和５年

度）
再掲 31,600 人 環境部 環境政策課

4.50.378児童生徒への啓発
47.133.374.環境保全啓発事業（出前講
座等による環境保全活動の促進）
48.375.ちゅら島環境美化促進事業（普
及啓発）
49.県民参加型外来種防除の実施

No.14の再掲

86
景観形成人材育成講習会等参加人数
（累計）

- - - - 729 人 900 人 土木建築部
都市計画・モ
ノレール課

 【基本施策】１－(６) 多様な主体の参画と連携による共助・共創の地域づくり - -

87
地域おこし協力隊・地域プロジェクトマ
ネージャー数

359
人

（累計）
（R２年度）

215
人

（累計）
（R２年度）

294
人

（累計）
（R５年度）

240.3
人

（累計）
（R５年度）

79.0 達成
前進

（達成）
◎ 253

人
（累計）

企画部 地域・離島課
382.392.610地域おこし協力隊等への研
修支援
389.地域づくりに関する情報発信

88 NPO認証法人数 761
法人

（R２年度）
95

法人
（R２年度）

791
法人

（R５年度）
811 法人 生活福祉部

生活安全安
心課

384.NPO等市民活動の促進

89 NPOと県との協働事業数 398
事業

（R２年度）
24

事業
（R２年度）

567
事業

（R５年度）
552 事業 生活福祉部

生活安全安
心課

387.NPO法人に対する活動基盤整備支
援
388.NPO等との協働の取組に係る情報
発信

 【基本施策】１－(７) 移住促進、関係人口の創出・拡大と新しい地域づくりの推進 - -

90 移住相談件数 193
件

（R２年度）
27

件
（R２年度）

28
件

（離島）
33.7

件
（離島）

1.0 15.0% 前進 ● 37 件 企画部 地域・離島課

82.394.612.沖縄県移住受入協議会の開
催
382.392.610.地域おこし協力隊等への研
修支援
391.609.移住応援サイトの運用
393.611.中間支援組織の育成支援

91
本島及び離島から離島への派遣やオン
ラインで交流する児童数（累計）

- - 619
人

（R３年度）
4743

人
（累計）

（R５年度）
4,619.0

人
（累計）

（R５年度）
4,124.0 103.1%

前進
（達成）

◎ 6,619 人 企画部 地域・離島課

398.439.離島観光活性化促進事業（主
要離島観光協会によるプロモーションの
実施）
399.438.離島観光活性化促進事業（各
種プロモーションの実施）
400.436.553.離島ブランディング（島あっ
ちぃ・島まーる推進）事業
449.639.沖縄離島体験・デジタル交流促
進事業

82

県平均との差を縮小 県平均との差を縮小

県平均との差を縮小 県平均との差を縮小
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

離島地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設の利用者数及びテレワーク人材等の登録者数 - - 企画部 地域・離島課

離島地域におけるテレワーク・ワーケー
ション推進施設の利用者数

- - 1,951
人

（R３年度）
7,039

人
（R５年度）

2,156.3
人

（R５年度）
5,088.0 達成

前進
（達成）

◎ 2,259 人 企画部 地域・離島課
397.407.608.沖縄しまっちんぐ推進事業
406.607.コワーキングスペースの設置

離島地域におけるテレワーク人材等の
登録者数

- - 621
人

（累計）
（R３年度）

797
人

（累計）
（R５年度）

807.0
人

（累計）
（R５年度）

176.0 94.6% 前進 ○ 900
人

（累計）
企画部 地域・離島課

405.606.離島ICT利活用人材等高度化
事業

93 企業版ふるさと納税寄附額 131,792
千円

（R3年度）
68,372

千円
（R3年度）

414336
千円

(R5年度)
102,790.7

千円
(R5年度)

345,964.0 達成
前進

（達成）
◎ 120,000 千円 企画部 地域・離島課

408.「企業版ふるさと納税」に係る地域
再生計画の認定を受けた離島市町村
数

94 離島留学に取り組んでいる市町村数 - - 4
市町村

（R３年度）
4

市町村
（R５年度）

4.0
市町村

（R５年度）
0.0

前進
（達成）

◎ 4 市町村 企画部 地域・離島課 409.離島留学についての情報発信

２．次代を拓くフロンティア施策の展開 - -

 【基本施策】２－(１) 持続可能で質の高い観光の推進 - -

95 観光収入 7,047
億円

（R元年度）
- - 8223

億円
(R5速報値)

7,616 億円
文化観光ス
ポーツ部

観光政策課

　観光収入については７月
頃に実績値が確定する。
　なお、直近の令和５年度
１－３月までの外国人観光
客の消費額を除いた観光
収入（速報値）は8,223億円
で目標値を上回っているこ
とから、順調に推移してい
ると考えられる。

離島の持続可能な観光を推進するための取組が行われていると感じた観光客の割合 - -
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

離島の持続可能な観光を推進するため
の取組が行われていると感じた観光客
の割合（宮古圏域）

40.7 % 37.1
％

（R３年度）
36.4

％
（R５年度）

45.7
％

（R５年度）
0.4 4.7% 前進 ● 50.0 ％

文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

410.離島市町村における観光地マネジ
メントの促進
411.住民生活や自然環境への配慮等に
関する周知啓発
422.県民意識の啓発

離島の持続可能な観光を推進するため
の取組が行われていると感じた観光客
の割合（八重山圏域）

40.7 % 45.4
％

（R３年度）
45.0

％
（R５年度）

48.5
％

（R５年度）
2.2 71.7% 前進 ○ 50.0 ％

文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

410.離島市町村における観光地マネジ
メントの促進
411.住民生活や自然環境への配慮等に
関する周知啓発
422.県民意識の啓発

離島の持続可能な観光を推進するため
の取組が行われていると感じた観光客
の割合（久米島圏域）

40.7 % 31.1
％

（R３年度）
32.5

％
（R５年度）

43.7
％

（R５年度）
1.4 11.1% 前進 ● 50.0 ％

文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

410.離島市町村における観光地マネジ
メントの促進
411.住民生活や自然環境への配慮等に
関する周知啓発
422.県民意識の啓発

97
各離島市町村の観光基本計画におい
て独自のKPIを設定した市町村数（累
計）

17
市町村

（R３年度）
6

市町村
（R３年度）

7
市町村

（R４年度）
9.3

％
（R５年度）

1.0 30.0% 前進 ● 11 市町村
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課
414.観光地の混雑解消・分散化・平準
化

98 旅行中に利用した公共交通機関の割合 67.3
％

（R３年度）
- - 78.5

％
（R４年度）

70.3 ％
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課 418.観光基盤情報の収集・整備

99 離島地域への入域観光客数 327
万人

（R３年度）
166

万人
（R２年度）

309
万人

（R４年度）
341.3

万人
（R５年度）

143.0 81.6% 前進 ○ 429 万人 企画部 地域・離島課

400.436.553.離島ブランディング（島あっ
ちぃ・島まーる推進）事業
403.425.離島観光活性化促進事業（国
内線チャーター便支援）
401.423.離島地域における旅館業税制
特例措置の利用促進

100 平均滞在日数 3.70

日
（国内客・外国

客）
（R元年度）

- - 4.25

日
（国内客・外国

客）
（R４年度）

4.21 日
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

415.持続可能なマリンレジャーの振興
426.多彩かつ質の高い観光コンテンツ
の開発
427.フィルムツーリズムの推進
428.「琉球料理が味わえる店（仮）」店舗
認証制度
430.ウェルネス等に関する観光コンテン
ツの開発

92

96
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

 離島地域（宮古圏域、八重山圏域、久米島圏域）の満足度（観光統計実態調査における「大変満足」の割合） - -
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

離島地域（宮古圏域）の満足度
（観光統計実態調査における「大変満
足」の割合）

64.6
％

（R元年度）
69.8

％
（R元年度）

71.0
％

（R５年度）
71.3

％
（R５年度）

1.2 81.8% 前進 ○ 72 ％
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

R5実績値については、現在集計中（R5観光統計実態
調査）で7月末頃確定見込みのため、確定値判明後
実績値について修正予定。（現時点ではR４年度の実
績値を入力している）

離島地域（八重山圏域）の満足度
（観光統計実態調査における「大変満
足」の割合）

64.6
％

（R元年度）
 71.3

％
（R元年度）

72.0
％

（R５年度）
71.8

％
（R５年度）

0.7 150.0% 前進 ○ 72 ％
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

R5実績値については、現在集計中（R5観光統計実態
調査）で7月末頃確定見込みのため、確定値判明後
実績値について修正予定。（現時点ではR４年度の実
績値を入力している）

離島地域（久米島圏域）の満足度
（観光統計実態調査における「大変満
足」の割合）

64.6
％

（R元年度）
56.3

％
（R元年度）

62.9
％

（R５年度）
58.1

％
（R５年度）

4.4 366.7%
前進

（達成）
◎ 59 ％

文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

離島地域（宮古圏域、八重山圏域、久米島圏域）の一人当たり観光消費額 - -
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

離島地域（宮古圏域）の一人当たり観
光消費額

76,987
円

（R元年度）
86,891

円
（R元年度）

104,120
円

（R５年度）
92,651.7

円
（R５年度）

17,229 112.4%
前進

（達成）
◎ 95,532 円

文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

398.439.離島観光活性化促進事業（主
要離島観光協会によるプロモーションの
実施）
399.438.離島観光活性化促進事業（各
種プロモーションの実施）
437.離島の魅力ある資源を生かした観
光コンテンツの開発

R5実績値については、現
在集計中（R5観光統計実
態調査）でR6年度内に明ら
かとなる見込み

離島地域（八重山圏域）の一人当たり
観光消費額

76,987
円

（R元年度）
87,249

円
（R元年度）

109,846
円

（R５年度）
93,033.0

円
（R５年度）

22,597 118.1%
前進

（達成）
◎ 95,925 円

文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

398.439.離島観光活性化促進事業（主
要離島観光協会によるプロモーションの
実施）
399.438.離島観光活性化促進事業（各
種プロモーションの実施）
437.離島の魅力ある資源を生かした観
光コンテンツの開発

R5実績値については、現
在集計中（R5観光統計実
態調査）でR6年度内に明ら
かとなる見込み

離島地域（久米島圏域）の一人当たり
観光消費額

76,987
円

（R元年度）
62,893

円
（R元年度）

82,042
円

（R５年度）
67,062.3

円
（R５年度）

19,149 122.3%
前進

（達成）
◎ 69,147 円

文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

398.439.離島観光活性化促進事業（主
要離島観光協会によるプロモーションの
実施）
399.438.離島観光活性化促進事業（各
種プロモーションの実施）
437.離島の魅力ある資源を生かした観
光コンテンツの開発

R5実績値については、現
在集計中（R5観光統計実
態調査）でR6年度内に明ら
かとなる見込み

一人当たり観光消費額（娯楽・入場費、宿泊費） - -
文化観光ス
ポーツ部

MICE推進課

一人当たり観光消費額（娯楽・入場費） 6,647

円
（国内客及び

外国客）
（R元年度）

- - 10,525
円

（R4年度）
7,308 円

文化観光ス
ポーツ部

MICE推進課
440.観光地形成促進地域制度の活用
促進
441.民間観光関連施設の投資の促進

R5実績値については未確
定のため、R4実績値を掲
載。

一人当たり観光消費額（宿泊費） 23,398

円
（国内客及び

外国客）
（R元年度）

- - 38,774
円

（R4年度）
26,646 円

文化観光ス
ポーツ部

MICE推進課
440.観光地形成促進地域制度の活用
促進
441.民間観光関連施設の投資の促進

R5実績値については未確
定のため、R4実績値を掲
載。

観光客が「安全・安心であると感じる」割合 - -
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

観光客が「安全・安心であると感じる」割
合（宮古）

91.8
％

（R３年度）
91.6

％
（R３年度）

87.5
％

（R５年度）
91.6

％
（R５年度）

▲ 4.1 未達成 後退 × 91.6 ％
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課
444.外国人観光客の傷病時等における
多言語対応

【要因】　令和５年８月に襲来した台風６号の影響など
が要因と考えられる。
【対策】　観光危機時の情報発信強化や離島地域で
の観光危機管理計画の策定支援等に取り組み、安
全・安心で快適な観光の推進を図る。

観光客が「安全・安心であると感じる」割
合（八重山）

91.8
％

（R３年度）
93.0

％
（R３年度）

87.7
％

（R５年度）
93.0

％
（R５年度）

▲ 5.3 未達成 後退 × 93.0 ％
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課
444.外国人観光客の傷病時等における
多言語対応
445.CIQの常設化及び運営体制の強化

【要因】　令和５年８月に襲来した台風６号の影響など
が要因と考えられる。
【対策】　観光危機時の情報発信強化や離島地域で
の観光危機管理計画の策定支援等に取り組み、安
全・安心で快適な観光の推進を図る。

観光客が「安全・安心であると感じる」割
合（久米島）

91.8
％

（R３年度）
92.9

％
（R３年度）

89.1
％

（R５年度）
92.9

％
（R５年度）

▲ 3.8 未達成 後退 × 92.9 ％
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課
444.外国人観光客の傷病時等における
多言語対応

【要因】　令和５年８月に襲来した台風６号の影響など
が要因と考えられる。
【対策】　観光危機時の情報発信強化や離島地域で
の観光危機管理計画の策定支援等に取り組み、安
全・安心で快適な観光の推進を図る。

101

102

103

104
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

105
リアルタイムな情報をオープンデータ化
して公開している観光施設数

0
施設

（R３年度）
- - 3

施設
（R５年度）

3 施設
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課

446.新たな技術を活用した観光コンテン
ツの開発
447.576.コンタクトレス決済端末機導入
整備事業
448.観光情報基盤構築事業

 【基本施策】２－(２) 離島の特性と実情を踏まえた農林水産業の振興 - -

106 かんがい施設整備率（離島） 50.4
％

（R２年度）
57.8

％
（R２年度）

59.8
％

（R５年度）
59.1

％
（R５年度）

2.0 157.9%
前進

（達成）
◎ 61.6 ％ 農林水産部

村づくり計画
課

450.農業用水源・畑地かんがい施設の
整備（離島）

107 森林整備面積 525
㏊

（R２年度）
280

㏊
（R２年度）

359
ha

(R5年度)
280.0

ha
(R5年度)

79.0 達成
前進

（達成）
◎ 280 ha 農林水産部 森林管理課

458.造林事業
459.松くい虫の防除

108 係留施設の機能高度化整備率 7
％

（R２年度）
12.8 ％ 18 ％ 19.7 ％ 4.7 68.4% 前進 ○ 23.1 ％ 農林水産部 漁港漁場課

455.水産流通基盤整備事業（離島）
456.水産生産基盤整備事業（離島）
461.地域水産物供給基盤整備事業

109 農業・農村の強靱化率 13.2
％

（R２年度）
4.7

％
（R２年度）

16
％

（R４年度）
18.1

％
（R４年度）

10.9 81.5% 前進 ○ 44.8 ％ 農林水産部
村づくり計画

課

453.農業水利施設等のライフサイクルコ
スト低減や長寿命化の整備（離島）
464.農村地域防災減災事業（農業用た
め池の防災対策）
466.農業水利施設等のライフサイクルコ
スト低減や長寿命化の整備（離島）

110 さとうきびの生産量（離島） 813,853
トン

（R２年度）
689,000

トン
（R２年度）

566,377 トン 653,359 トン ▲ 122,623.0 86.7% 前進 ○ 683,000 トン 農林水産部 糖業農産課

470.さとうきび生産総合対策事業（離
島）
471.さとうきび優良種苗安定確保事業
（離島）

111 離島市町村の農業産出額（推計） 910
億円

（R２年）
416.3

億円
（R２年度）

379.1
億円

（Ｒ４年度）
456.5 億円 ▲ 37.2 未達成 後退 × 476.6 億円 農林水産部

農林水産総
務課

470.さとうきび生産総合対策事業（離
島）
471.さとうきび優良種苗安定確保事業
（離島）

【要因】　干ばつ、台風等の被害により、さとうきびの
栽培管理等に影響を受けたほか、生産資材価格の
高騰や市場取引による経費上昇分の販売価格への
転嫁ができていない。
【対策】　引き続き、ブランド産地の育成等による安定
生産の確保に努め、離島地域が抱える農林水産物
の課題等に取り組む。

112 肉用子牛の取引頭数（離島） 25,050
頭

（R３年度）
17,405

頭
（R３年度）

17,441
頭

(R5年度)
18,046.3

頭
(R5年度)

36.0 5.6% 前進 ● 18,367 頭 農林水産部 畜産課
479.肉用牛群改良基地育成事業
515.畜産担い手育成総合整備事業（離
島）

113
スマート農林水産技術の導入産地数
（累計）

1
産地

（R２年度）
1

産地
（R２年度）

5
産地

（R４年度）
5 産地 農林水産部

農林水産総
務課

482.スマート農林水産技術の実証
484.スマート畜産導入支援事業

114
他産業と連携している農産加工事業者
割合

36.7
％

（R２年度）
- - 31.6

％
（R３年度）

42.5 ％ 農林水産部
流通・加工推

進課

477.488.６次産業化の支援
486.６次産業化事業者と他産業との連
携支援
487.６次産業化における商品開発支援

【要因】
商品開発に取り組む事業者の育成研修の開催や専
門家の個別指導等の伴走型支援を通じて、足下では
着実に生産、加工、小売、行政など多様な形で産業
間の連携が進んでいるものの、６次産業化総合調査
に反映されるまでには至っていない。
【対策】
商品開発に取り組む事業者の育成研修や専門家の
個別指導等の伴走型支援を通じて、個別の事情に応
じたきめ細やかな連携支援を継続して実施していくこ
とにより、産業間の連携促進を図る。

115
農林水産物の６次産業化関連事業者
の年間販売額

245
億円

（R２年度）
- - 241.5

億円
（R３年度）

255 億円 農林水産部
流通・加工推

進課

402.424.491.グリーン・ツーリズムの推進
489.地域農林水産物活用の促進
505.539.県内ホテル等での地産地消の
推進

【要因】
新型コロナウイルス感染症の拡大は、県内事業者に
よる農林水産物の販売金額に大きなマイナス影響を
及ぼしたものと推察される。一方、全国的なネット通
販を中心にした需要の高まりを受け、ネット通販や加
工品開発に取り組む動きもみられた。
【対策】
地域農林水産物を活用した商品開発や地産地消、各
種PRイベントを継続して実施するとともに、各種イベ
ントの実施にあたっては、市町村や関係団体との連
携をこれまで以上に強化することで、より効率的かつ
効果的な取組推進を図る。

116 農林水産物・食品の輸出額 32.1
億円

（R２年度）
- - 40.5

億円
（R３年度）

39.7 億円 農林水産部
流通・加工推

進課

490.６次産業化における販路開拓支援
493.県産農産物の認知度向上
494.県産農林水産物の海外輸出強化
495.県産農林水産物の他県との差別化
の推進
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

117 農水産物直売所の年間販売額 147
億円

（R２年度）
- - 147

億円
（R３年度）

152 億円 農林水産部
流通・加工推

進課

499.地産地消に取り組む飲食店等の拡
大
500.534.直売所での地産地消の推進
501.535.県内ホテルへの地産地消に係
る情報発信
502.536.観光客等への県産食材の魅力
発信
503.537.学校給食での地産地消の推進

【要因】
地産地消等による県産農林水産物の消費拡大を推
進する取組を実施することを通じ、本島や離島地域
で多く展開されている農林水産物直売所の販売額の
向上に努めたが、感染症等拡大の影響もあり計画策
定時の見込みを下回った。
【対策】
地産地消、各種PRイベントを継続して実施するととも
に、より効率的かつ効果的な取組推進を図る。

118 漁業生産量（離島推計） 12,928
トン

（R２年度）
10,950

トン
（R２年度）

10,002
トン

（R4年度）
※推計値

10,736.7
トン

（R5年度）
▲ 948.0 未達成 後退 × 10,630 トン 農林水産部 水産課

504.538.水産物の消費拡大と魚食の推
進
506.水産資源と漁場環境の適切な保全
と管理
507.漁業者の安全操業確保
509.水産関係施設整備事業
510.サンゴ礁生態系保全・再生のため
の取組
511.サンゴ礁域で行われる漁業におけ
るＳＤＧｓブランド化に向けた取組
512.漁業秩序の維持

【要因】　令和４年のマグロ・カジキ類を対象とする沖
合漁業の生産量に関して、統計数値の採用方法の
変更などにより、県全体で4,620トン減少したことの影
響がみられた。また、令和４年の養殖モズクの生産量
に関して、漁場環境の影響で不作となり、県全体で
7,178トン減少したことの影響がみられた。
【対策】　個別取組においては進展が見られているこ
とから、これらが離島における漁業生産量の増大に
対し、より直接的に寄与できるよう、取組間の関連性
を再検討するなどして、目標値の達成を目指す。

119 家畜頭数（肉用牛、豚） 116,729
頭

（R２年度）
52,857 頭 110,982

頭
(R5年度)

123,674 頭 農林水産部 畜産課

479.肉用牛群改良基地育成事業
481.特定家畜伝染病発生防止対策（離
島）
513.自給飼料の生産利用・拡大
514.畜産施設の整備
515.畜産担い手育成総合整備事業（離
島）

【要因】
豚については昨年度より微増となったが、肉用牛に
おいて1,000頭程減となった。
高齢農家の離農、飼料・燃料高騰等による生産コスト
の増大に加え、子牛セリ価格の低迷等により、飼養
頭数が減少したと考えられる。
【対策】
各種価格安定対策事業にて経営支援を行うととも
に、自給飼料の生産利用拡大等による生産コストの
低減や、高能力な県種雄牛の利用推進や優良繁殖
雌牛の更新促進等による市場価格の上昇を図る

 【基本施策】２－(３) 離島を支える産業振興体制の構築と域内経済循環の促進 - -

120 離島フェア売上総額 - - 3,111
万円

（R３年度）
6,511

万円
（R5年度）

6,970.3
万円

（R5年度）
3,400.0 88.1% 前進 ○ 8,900 万円 企画部 地域・離島課 519.離島フェア開催支援事業

121 製造品移出額（推計） 69,202
百万円

（R元年度）
- - 62,895

百万円
（Ｒ３年度）

78,667 百万円 商工労働部
ものづくり振

興課
517.稼ぐ県産品支援事業
524.沖縄まーさむん消費拡大支援事業

122 製造品輸出額（推計） 19,890
百万円

（R元年度）
- - 18,078

百万円
（Ｒ３年度）

22,611 百万円 商工労働部
ものづくり振

興課

525.商談から販売に向けた企業支援
526.海外販路開拓・拡大に向けた商品
開発や海外見本市等への出展支援
527.泡盛等の製品開発支援と酒造所の
マーケティング強化

123 県内で流通される製造品出荷額 325,705
百万円

（R元年度）
- - 296,020

百万円
（Ｒ３年度）

370,253 百万円 商工労働部
ものづくり振

興課

531.県内企業への優先発注及び県産品
優先使用
532.産業まつりの開催
533.泡盛のブランディングとプロモーショ
ンの実施

 【基本施策】２－(４) 独自の資源・環境・ライフスタイル等を生かした新産業の創出 - -

124 工芸品生産額（離島） 25.0
億円

（R２年度）
7.2

億円
（R２年度）

9.3
億円

（R５年度）
8.2

億円
（R５年度）

2.1 210.0%
前進

（達成）
◎ 8.7 億円 商工労働部

ものづくり振
興課

541.技術講習の実施
542.担い手の育成

【要因】
新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んで
いた観光客が徐々に回復の兆しを見せ、工芸品の需
要が高まったことにより、生産額の増に寄与した。
【対策】
引き続き、工芸品製造額の増加を図るため、製品開
発力の強化や販路拡大等の取組を支援する。

125
従事者一人あたりの工芸品生産額（離
島）

1.6
百万円

（R２年度）
1.6

百万円
（R２年度）

2.1
百万円

（R５年度）
1.7

百万円
（R５年度）

0.5 375.0%
前進

（達成）
◎ 1.8 百万円 商工労働部

ものづくり振
興課

541.技術講習の実施
547.県工芸士の認定
548.製造技術の向上
549.作り手と消費者との交流促進

【要因】
新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んで
いた観光客が徐々に回復の兆しを見せ、工芸品の需
要が高まったことにより、生産額の増に寄与した。
【対策】
引き続き、工芸品製造額の増加を図るため、製品開
発力の強化や販路拡大等の取組を支援する。
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

126
通販支援員の活動により連携した島外
企業のプラットフォーム数

- - 1
件

（R４年度）
3

件
（R５年度）

2.3
件

（R５年度）
2.0 150.0%

前進
（達成）

◎ 3 件 企画部 地域・離島課
400.436.553.離島ブランディング（島あっ
ちぃ・島まーる推進）事業
552.通販支援人材の育成

127 起業家育成数 -
－

（※R４年度
から計測）

- - 79
人

（Ｒ５年度）
20 人/年間 商工労働部 産業政策課

556.スタートアップ関連イベントの開催
557.スタートアップに対する事業化支援

128 開業率 8.8
％

（R３年度）
- - 5.5

％
（R５年度）

9.3 ％ 商工労働部
中小企業支

援課
558.創業者支援資金貸付
559.機械類貸与原資貸付事業

129
離島空港の区域内における企業使用
面積（累計）

- - 3.7
ha

（R３年度）
4.5 ha 7.4 ha 0.8 21.6% 前進 ● 9.3 ha 土木建築部 空港課

560.離島空港を活用した航空・宇宙関
連産業の展開
561.高付加価値の航空・宇宙関連産業
に関連する離島空港の施設機能向上
整備

130
海洋資源を活用した新事業に参入可能
性のある企業等の発掘数（累計）

-
-

(※R４年度
から計測)

- - 4
件

(R5年度)
1 件 商工労働部 産業政策課

564.海洋資源調査・開発支援拠点形成
促進に向けた取組

131
海洋政策事業に係る関係団体数（事業
者、研究機関等）

34
団体

（R４年度）
- - 36

団体
（R５年度）

36 団体 企画部 企画調整課
565.国の「海洋政策センター（仮称）」の
設置促進

 【基本施策】２－(５) 先進技術の活用による産業の活性化と次世代型地域づくりの推進 - -

132
各種支援によりＤＸの取組が促進された
企業数（累計）

-
－

（※R４年度
から計測）

- - 82
社

（R5年度）
100 社 商工労働部

ITイノベー
ション推進課

567.先端ICTの実用化研究や新ビジネ
スモデル実証試験場の形成に向けた取
り組みの支援
569.ICTビジネス高度化支援
571.情報通信産業振興地域・特別地区
制度
572.国内外の企業や技術者等によるビ
ジネス交流機会の創出
574.経営者向けDXセミナーの開催
575.ハンズオン支援等によるデジタルト
ランスフォーメーション（DX）促進

133 再生可能エネルギー電源比率【再掲】 8.2
％

（R２年度）
- - 12

％
(R4年度)

再掲 12.1 ％ 商工労働部 産業政策課
117.補助事業による再エネ設備等の導
入支援

No.29の再掲

134
情報システムの標準化・共通化に対応
した市町村の基幹業務の数

-
－

（※R４年度
から計測）

-
－

（※R４年度
から計測）

- 43 業務 企画部
デジタル社
会推進課

589.情報システムの標準化・共通化

 【基本施策】２－(６) 地域社会を支える雇用創出及び関連施策の推進と多様な産業人材の育成・確保 - -

135 就業率（年平均値） 60.0
％

（R３年）
- - 61.5

％
(R5年)

60.1
％

(R5年)
60.1 ％ 商工労働部 雇用政策課

590.沖縄型総合就業支援拠点の運営
591.地域巡回によるマッチング機会の
提供
254.592.就職困難者等への就労支援
593.各種雇用支援制度の周知及び有効
活用の促進
594.雇用環境の改善等に積極的に取り
組む県内企業等への支援
595.再就職を希望する高齢者への支
援、企業の高齢者雇用への意識啓発
596.シルバー人材センター等への支援
597.職場適応訓練
598.障害者雇用に取り組む企業開拓・
支援や障害のある方の就労定着支援
602.沖縄県キャリアセンターにおける総
合的支援
603.若年者向けジョブトレーニングの実
施
604.若年者の職場定着支援（企業への
個別支援）
605.若年者の職場定着支援（セミナー
の開催）
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
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目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

136
県内企業の非正規雇用労働者への労
働条件通知書の交付率

83.5
％

（R３年度）
78.9

％
（R３年度）

88.0
％

（Ｒ５年度）
83.1

％
（Ｒ５年度）

9.1 216.7%  前進（達成） ◎ 85.2 ％ 商工労働部 労働政策課
599.非正規労働者処遇改善事業(セミ
ナー)

令和5年度から離島を対象
とした調査は実施していな
いため、令和5年度の実績
値は県全体の値である。

137
ワーク・ライフ・バランス認証企業数（累
計）

100
社

（R３年度）
1

社
（Ｒ３年度）

1
社

（Ｒ５年度）
1.7

社
（Ｒ５年度）

0.0 0.0% 横ばい △ 2 社 商工労働部 労働政策課
600.ワーク・ライフ・バランス定着支援事
業(専門家派遣)

 離島地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設の利用者数及びテレワーク人材等の登録者数【再掲】 - - 企画部 地域・離島課

離島地域におけるテレワーク・ワーケー
ション推進施設の利用者数
【再掲】

- - 1,951
人

（R３年度）
7039

人
（R５年度）

2,053.7
人

（R５年度）
5,088.0 再掲 2,259 人 企画部 地域・離島課

397.407.608.沖縄しまっちんぐ推進事業
406.607.コワーキングスペースの設置

No.92の再掲

離島地域におけるテレワーク人材等の
登録者数
【再掲】

- -  621
人

（累計）
（R３年度）

797
人

（累計）
（R５年度）

714.0
人

（累計）
（R５年度）

176.0 再掲 900
人

（累計）
企画部 地域・離島課

405.606.離島ICT利活用人材等高度化
事業

No.92の再掲

139 移住相談件数【再掲】 193
件

（R２年度）
27

件
（R２年度）

28
件

（離島）
33.7

件
（離島）

1.0 再掲 37 件 企画部 地域・離島課

82.394.612.沖縄県移住受入協議会の開
催
382.392.610.地域おこし協力隊等への研
修支援
391.609.移住応援サイトの運用
393.611.中間支援組織の育成支援

No.90の再掲

140 地域おこし協力隊の定住率 56.3
％

（Ｒ３年度）
60.3

％
（Ｒ３年度）

53.8
％

（Ｒ５年度）
61.3

％
（Ｒ５年度）

▲ 6.5 -650.0% 後退 × 61.8 ％ 企画部 地域・離島課
382.392.610.地域おこし協力隊等への研
修支援
389.地域づくりに関する情報発信

【要因】　島内に任期終了後の就職先がないことや、
他の地域で就職が決まったことなどが原因で、任期
終了後に地域内に定住できなかったため。
【対策】　地域おこし協力隊の定住率を向上させるた
めには、隊員を募集する段階から、任期終了後に地
域に定住できるように、就職や起業の仕事について
のサポートや、地域とのマッチング、住居の確保等が
重要なことから、市町村に対して、隊員の募集・企画
に関する研修会を実施するなど支援を行う。

141
宿泊事業者（正規雇用者）一人当たり
の平均年収

3,129,946
円

（R３年度）
- - 3555318

円
（R４年度）

3,533,709 円
文化観光ス
ポーツ部

観光振興課
619.高度な観光人材の育成
620.観光人材確保に向けた支援
621.沖縄観光受入対策事業

R5実績値については、現
在集計中（R5観光統計実
態調査）でR6年度内に明ら
かとなる見込み

142 新規就農者数（離島）（累計）  292 人 129
人

(Ｒ２年度)
129

（241）
人

(Ｒ５年度)
124

（236）
人

(Ｒ５年度)
0.0 104.0%

前進
（達成）

◎ 372 人 農林水産部 営農支援課 625.新農業人材育成確保対策事業

143 新規漁業就業者数（離島）（累計） 121
人

（R２年度）
58

人
（Ｒ２年度）

162
人

（R5年度）
189.3

人
（R5年度）

104.0 79.2% 前進 ○ 255
人

※一部離島の
市町村を除く

農林水産部 水産課 623.新規漁業就業者の確保・育成支援

【要因】
近年の物価高騰等を背景として、全般的に漁業経営
が厳しい状況にあることが、新規参入に影響している
と考えられる。
【対策】
既存の漁業者の経営診断の実施等により、漁業経営
の改善に努め、所得向上につながる事例を創出する
ことで、新規参入の増加を促す。
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令和５年度取組対象　離島ＰＤＣＡ成果指標一覧

部局名 課名

関連する主な取組
（資料３の施策総括表に対応）

達成状況が後退した要因と対策 備考No. 指標名
沖縄県の現状

（参考値）
離島の現状
（基準値）

達成
区分

令和６年度
目標値

担当部課

実績値 計画値
改善幅

（実績値ｰ基準値)
達成率

(％)
達成
状況

資料２

144 デジタル活用人材の育成数（累計） -
-

(※R４年度
から計測)

- - 1,559
人

（Ｒ5年度）
1,300 人 商工労働部

ITイノベー
ション推進課

618.634.デジタル人材UIJターンの支援
629.全産業におけるＤＸ推進担当の育
成
630.従業員のデジタルリテラシー向上に
向けた支援
631.ＩＴ企業と情報技術系学科との相互
交流の促進
632.高度情報通信産業人材育成
633.産学官連携によるデータサイエン
ティスト等の育成
635.海外ＩＴ企業との連携促進に向けた
人材交流支援

145 IT関連国家資格取得者数（累計） 788
人

（R３年度）
- - 2,448

人
（Ｒ5年度）

2,750 人 商工労働部
ITイノベー

ション推進課

618.634.デジタル人材UIJターンの支援
629.全産業におけるＤＸ推進担当の育
成
630.従業員のデジタルリテラシー向上に
向けた支援
631.ＩＴ企業と情報技術系学科との相互
交流の促進
632.高度情報通信産業人材育成
633.産学官連携によるデータサイエン
ティスト等の育成
635.海外ＩＴ企業との連携促進に向けた
人材交流支援

146 製造業従事者数 25,359
人

（R２年度）
2,357

人
（R２年度）

2,076
人

（R５年度）
2,392.3

人
（R５年度）

▲ 281.0 未達成 後退 × 2,410 人 商工労働部
ものづくり振

興課
636.工業技術人材の育成
637.ものづくり産業の魅力発信

【要因】　令和４年から令和５年にかけて製造業従事
者数は増加しているが、基準値を下回った一因とし
て、他業種への労働移動が考えられる。
【対策】　製造業従事者数は増加傾向にあるが、社会
全体で労働人口の減少が進んでいる現状を踏まえ、
流動化する人材確保のために、従来の生産方式の
見直しと自動化に 向けた技術を導入するなどの取組
を行う。

 【基本施策】２－(７) 国内外との多元的交流を通じた新たな離島地域の振興 - -

147
本島及び離島から離島への派遣やオン
ラインで交流する児童数（累計）
【再掲】

- - 619
人

（R３年度）
4743

人
（累計）

（R５年度）
4,619.0

人
（累計）

（R５年度）
4,124.0 再掲 6,619 人 企画部 地域・離島課

398.439.離島観光活性化促進事業（主
要離島観光協会によるプロモーションの
実施）
399.438.離島観光活性化促進事業（各
種プロモーションの実施）
400.436.553.離島ブランディング（島あっ
ちぃ・島まーる推進）事業
449.639.沖縄離島体験・デジタル交流促
進事業

No.91の再掲

148
県が支援した文化交流イベントの参加
者数

5,878
人

（R３年度）
- - 10356

人
（R5年度）

73,500 人
文化観光ス
ポーツ部

文化振興課

343.641.文化資源を活用した沖縄観光
の魅力アップに関する取組
642.琉球歴史文化の日周知啓発推進
事業（歴史・文化ワークショップ）
643.伝統芸能の県外公演
644.伝統芸能の海外公演

149 海外留学派遣者数・交流者数（累計） 2,556
人

（R２年度）
- - 3339

人
（R５年度）

3,196 人 教育庁
県立学校教

育課

646.国際性に富む人材育成留学事業
647.グローバルリーダー育成海外短期
研修事業
648.アジア高校生オンライン国際交流事
業

150 在留外国人数 19,839
人

（R２年）
1,473

人
（R２年）

1789
人

（R5年度）
1,561.7

人
（R5年度）

316.0 356.4%
前進

（達成）
◎ 1,606 人

文化観光ス
ポーツ部

交流推進課

151 市町村がJICA沖縄と共に行う技術協力 8 自治体 2 自治体 2 自治体 2.0 自治体 0.0 達成
前進

（達成）
◎ 2 自治体 知事公室

平和・地域外
交推進課
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